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［調査］ 社会主義経済の動学的多部門モデル＊

はじめに

　この調査は，主としてソ連・東欧文献を通じて，社会

主義経済における動学的環境下の（最：適）資源配分問題を

多部門モデルによって分析することをテーマとした研究

の一部である。さしあたりは，分析の枠組として古典的

なレオンチェフ動学体系を若干拡張した枠組を採用する

ことによって，ソ連・東欧における最近の研究動向とそ

の主要な成果を整理・吟味することに主眼がおかれる。

本論に入る前に本稿の背景と具体的課題について一言し

ておきたい。

　周知のように，ソ連邦では1920年代から30年代にか

けて，《1923／1924国民経済バランス》，フェリドマンの

成長モデル，ノヴォジロフの最適投資計画モデル，カン

トロヴィッチの線型計画法など今日の産業連関表，マク

ロ成長論，投資効率論，最適計画（価格）論の源泉となる

一連の独創的な研究が生み出された。これらは長い間凍

結状態のもとにおかれたが，いわゆるスターリン批判後

市民権を付与されるとともに，これらを継承・発展させ

る作業がソ連東欧詰国において精力的におこなわれてき

た。最近20年間におけるその結果のうちから，多部門

分析に関連する興味深いいくつかの事実を拾い出してみ

るとおよそ次のようになろう。・まず第1はデータベース

の整備である。ソ連では中央統計局によって，1959年，

1966年，1972年各年の実績産業連関表，固定フォンド

の産業部門別係数表ないしバランス表，労働連関バラン

ス表が作成され，逐次《国民経済統計集》に公表されて

きたし，この他に非公表の産業連関表，固定フォンドバ

ランス表や各種のバランス表が中央統計局やゴスプラン

経済研究所・中央計算センターなどによって作成されて

いる。また計画・価格計算用にこれらの基礎データを加

工・整備する作業もおこなわれてきた。こうしたデータ

ベースの整備によって，精粗はともかくとして，動学的

産業連関モデルを実際の計画・価格計算や経済分析に適

用することが可能となった。第2に，現在ソ連では，国

　＊　本稿は昭和56年度文部省科学研究費補助金（奨

励研究A）による研究の一部である。

民経済の部門的・空間的構造，構成諸単位の諸特性，目

標体系の相互連関等を考慮した長期的な最適計画モデル

ズ・システムを構成すること，およびその性能をシミュ

レーション計算によって調べること，そしてその結果を

国民経済計画化に役立てることが最も重要な課題の1つ

として提起され，実際にそのようなことが試みられるよ

うになった。ここであらためて比較的単純な動学的最適

多部門モデルを最適産業構造決定の上位レベル・モデル

として位置づけ，その整備を計ることが重要課題として

提起されることになった。複雑なモデルズ・システムの

各要素モデルの研究が不十分であれ’ぱ，前者の性能も理

論的に捉えがたいのは当然のことだから，上の問題提起

は極めて自然なものである。第3に，ソ連・東欧諸国に

おける最近の動学的（最適）多部門モデル分析の1つの顕

著な特徴は，投資と資本建設完了との間のタイム・ラグ

が数期間にわたること，およびこの建設期間が部門別に

異なることを許容したいわゆるforward－1ag型のモデ

ルをメインにすえている点にあり，ソ連・東欧経済学界

はこの方面の研究に一定の貢献をなしてきた。こうした

投資配分ラグ健設ラグ；懐乱ラグ）を伴う，固定フォン

ド＝資本建設のタイム・パタンを重視した動学的多部門

モデルは理論的分析対象として重視されているだけでは

なく，ソ連・東欧諸国においては，実際の国民経済計画

化モデルとしての位置づけを与えられつつあるといえよ

う。第4に，以上はすべて計画モデルに関する事実であ

るが，動学的多部門モデルを用いて，ある種の下山メカ

ニズムの研究をおこなうという動向が近年とくにハンガ

リーにおいてみられるようになった。市揚モデルは，価

格調整型，数量一価格調二型，数量調整型に大別される

が，ハンガリーのコルナイ，シモノヴィッチ，マルトシ

ュ等の研究は最後の数量調整型の変種である。

　以上のことを念頭において」本論ではまず，ここでの

研究の共通の分析的枠組を示したうえで，ソ連における

標準的モデル（ゴスプラン公認のクロツヴォーグーノヴィ

チコフ・モデノレとこれに類似したシャチロフ・モデル

等）を整理し，その展開状況と問題点をみる。さらに，

クロツヴォーグ・モデルの逐次解法手続きを《集計一分
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計調整プロセス》として再構成する。次に，ベルキン，

バラノフ，ヴォルコンスキー，モフシォヴィッチ，エフ

ィモフ等によって発展されてきた，資本建設のタイム・

パタンを重視した動学的（最：適）多部門モデルを提示する。

そしてこれにもとづいて，若干立ち入って（最適）成長一

価格径路，特に均斉成長一価格径路（ターンパイク；

MarHCTp蹴b）にかかわる問題を理論的あるいはシミュレ

ーション結果にもとづいて検討する。最後に，以上とは

用いられる装置は類似しているが，いささか趣きの異な

った数量調整的な自律的制御メカニズムを取り上げ，そ

れとターンパイクとの関連を整理し，その含意を若干考

察する。

1モデルの分類と分析の枠組

　§1　動学的多部門モデルの基本的諸類型

　本稿の分析の枠組は，離散的な単位期間（ち6十1）；

6＝…，一1，0，1…内に唯1つの固定的生産方法を利用す

ることによってπ個の各部門がそれぞれ1種類の生産物

を生産する経済系である。しかし，静学体系と異なり，

投資ブロックを明示的に導入すると，このような限定さ

れた枠組のもとでもさまざまなヴァリアントやいまだ解

決を明瞭にみていない問題を考察することができる。実．

際，たとえば，供給面重視の計画モデルをはじめとして，

決定論的な予測型モデルもなんらかの市揚メカニズムを

シミュレートしたモデルもこうした古典的フレーム内で

十分展開可能だといえよう。また計画モデルとしてみる

ばあいは，時間視界の有限対無限，斉合性を重視したバ

ランス型モデルであるかなんらかの最適性規準や目標指

標系を組みこんだ最適多部門成長モデルであるか（また

消費効用最大化対資本蓄積一成長最大化）などという分

類規準によってモデルを区分することができる。
　　　　　　　　　　　　　　
　われわれが取扱う計画モデルは，基本的にすべて供給

面重視型（たとえ消費を最適性規準として選択したとし

ても）であり，調整メカニズムをきわめて限られた意味

においてしか内蔵していない。これはメカニズムを重視

していないからではなく，計画機構のサブ・モデルとし

て動学的多部門モデルを位置づけていることに起因する。

時間視界は有限無限両者に及ぶ。バランス型モデルは，

本稿H，皿に関与し，最適化論的モデルはIVに関係す

る。本稿においては以上の本質的な分類規準とともに，

以下の専門的な規準も重視される。すなわち，ソ連にお

けるバランス型計画モデルは，・まず，資本形成プロセス

と産出量の変化との関係の表現様式という点からみると

次の3つの類型に区分することができる1）。

Vo1．33　No．1

　第1は，計画期間全体に及ぶ総投資をキイ変数とし，

その期間別配分係数を計画最終期の静学モデルの中に組

み入れ，るものであり，《逆再帰モデル（MO八e恥co6paTH磁

peKpcHe自）》あるいは《半動学モデル（noπyAHHaMHqe－

CKaH　MO八eπb）》と呼ばれる。これ，は，共和国レベル（た

とえばラトビヤ共和国）においてもゴスプラン中央計算

センター（rBU）レベルにおいてもその取扱いの容：易さ

のゆえによく用いられている2）。

　第2は，各計画期の産出量，投資量を初期から順次帰

納的にたどることによって計算するモデルであり，《再

帰動学モデル（peKypeHTHaH耶HaMHqecK朋Moπeπb）》

とよばんる。Hでふれるソ連の現在の標準的計画モデル

も古典的レオンチェフ体系もこれに属する。

　第3は，計画期間各期にわたって産出量：と固定フォン

ド量との正・逆剃連関を明瞭に計算しうる《完全動学モ

デル（nO刀HOCTbK）八HHaMHqeCKaH　MOAe刀b）》である。そ

の意味は，新規稼動固定フォンド量が，それ以前の投資

の結果であり，当該年の成長可能性は現存する固定フォ

ンド・ストック：量によって制約されているという関係が

明不されていることにある。

　完全動学モデルはバラノフや本稿で重視する投資配分

ラグを伴うモデルを指している。‘それ以前の’というラ

グをどの程度考慮しているかに再帰動学モデルと完全動

学モデルとの差異を強調する力点があるのであって，上

の関係それ自体は，前者でも当然明示されている。また

ラグの導入の仕方はforward－1ag型であるからこの点

についても幾分上の‘完全’は割引きされねばならないだ

ろう。もちろん数期に及ぶ投資一稼動のタイム・ラグを

モデルが含むかそうでないかは計画モデルの区分として

は，はなはだ重要だと思われる。したがってラグ分布を明

示しているかどうかは上の分類規準と重なる側面をもつ。

　次の第3番目の分類規準は本稿の前半と後半の記述様

式の相違を決定している。すなわち，レオンチェフ動学

体系は，づ，ゴ間で区別された資本係数（資本集約度係数）
　　　　　　　　　　　キヤバシテイ　アウトプット
をもとにして，すなわち能力産出：量ないし生産能力

（MO瓢HOCTb）に依拠して構成されている。産出1単位を

生産する生産プロセスの操業度を生産能力の単位として

選べば，レオンチェフ体系では，生産能力バランスが動

学方程式を構成しているから，資本投資や固定フォン

ド・ストックを明示する必要はない。この特性によって　’

レオンチェフ体系は現物表示と価値表示の両者をカバー

できるようになっている。資本係数の代わりに資本一投

1）　［16］pp．256－257。

2）　［16］pp．258－261，［35］，［10］。
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資係数（投資構造係数）を用い，部門別投資量：を産出量と

並ぶ変量とし，部門別固定フォンドバランスを動学方程

式とするばあいは，価値表示体系としてのみ動学モデル

は解釈されうる。というのは，通常各部門の固定フォン

ドの素材的構成は均一ではないからである。しかし，能

力ベース体系と投資ベース体系の両者が価値表示であれ

ば，後者は部門別資本集約度（∫δの逆数，つまり資本効

率（ΦOHAOT双aqa）を用いることによって前者に転換し

うるし，またその逆も成立する。この点については§2

でふれるが，強調しておきたいのは動学的多部門モデル

にはこのような最もプリミティヴな点で違いの生ずるこ

と，これである。また資本係数（本稿では／ゆは完全操

業を前提とするばあいとそうでないときがある。予備や

在庫を明示するならば，前者の立面に与することはで

きない。なぜなら，あるゴ部門があるゴ財の在庫を多く

かかえていてその財を必要としなくとも，生産を拡大す

れば需要が／4ゴ加ゴでてきてしまい（／り＞0として）不縞

合な事態が生まれるからである。最後に取上げるコルナ

イーシモノヴィッチのモデルはこの点に注意を換起して

いる。

　以上のようにバランス型モデルは様々に分類されうる。

ここで本稿と関わるその他の分類規準について概括して

おこう。周知のようにマクロモデルと多部門モデルの決

定的相違の1つは価格構成比，ないし相対価格の問題を

多部門モデルを用いれば陽表的に老察できることにある。

バランス形式を問題にするばあいはこの点に立ち入らな

いが本稿IVはその点を重視している。それゆえ，どの

ような多部門成長一価格モデルとして構成されているか

という点も重要なモデル分類の規準となる。これについ
　　　コ　　　　　　　　

ては，基本的には均斉的な成長一価格径路と不均斉的な

それに2分類できる。ソ連には均斉成長一生産価格と不

均斉成長一部門別格差価格をめぐって古くから相克が存

在する。したがってわれわれも本稿の文脈に応じてこの

問題に若干ふれる機会があろう。

　§2　分析の粋組

　われわれが取扱うモデルは，投資ベースの動学的多部

門モデル（価値表示）と能力べ一スのそれ（実物表示ない

し価値表示）に大別される。まず前者から説明していく

ことにする（意味が共通するばあいには同じ記号を実物

表示と価値表示で用いる）。いま技術は時間を通じて不

変とし，期首投入一期末産出を考える。投資ベースのモ

デルの「般形を等式体系として記述すると次の通りであ

る。

生産物バランス　　　　　勉＝孟碗十βσ‘十飢，（1．1）

63

固定フォンドバランス　　　κ6＝KH十砺一1一ゴK8－1，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、（1・2）

固定フォンド完全利用条件ノi両＝K8，　　　　（1・3）

挽＝＠エ‘，…，靴，…，のπ8）’隔心産出π一列ベクトル；

り‘＝（η乙‘，’”，η‘‘，”㍉”π‘）’：6期資本（粗）投資π一列ベクト

　ル；

ゐ‘＝（な1‘，…，鳶，‘，…，んπ‘）’：糊新規稼動開始固定フォン

　ドπ一列ベクトル；

瓦＝（K18，…，1（ゴδヂ・・，1（π8）’話期期首固定フオンド・ス

　トック（存在量）π一列ベクトル；

腕＝（写1‘，　。．■，写‘8，　■．．，〃π虚）’話期最終需要π一列ベクトル；

4＝（α‘，）：原材料投入係数η×π行列；

β＝（δゆ：資本投資構造係数π×η行列；

∫《㌦）・資本轍一対醐・

・《㌦）・固定・・ン・辮一対鰍

（1．1）式について説明を要するのは，右辺第2項である。

6‘，は，ゴ部門が資本投資1単位をおこなうのに必要なゼ

生産物（固定フォンド）量をさす。”，8は，ゴ部門が‘期

以降の将来の時点において新規稼動開始となる固定フォ

ンドの粗増加分に向けて孟期に実施する資本投資総額で

ある。砺は孟期末に利用可能となる新規稼動開始固定

フォンド（固定フォンド粗増分）である。最終需要跳が

所与だとしても体系（1・1），（1・2）は，ひ8と瓦の関係を

与えない限り完備とならない。最も単純なのは，固定フ

ォンドの建設期間は1期間であり，生産期間（‘，6十1）と

それを等しくとるケースである。このときり8＝砺で体

系は完備となる。したがって，（1・2）式にひ‘＝現と（1．

3）式とを用いることによって資本投資方程式

　　り8＝∫（澱‘＋1一謬8）十dlノ諺‘　　　　　　　　　　　　　　　　　（1．4）

をうる。（1．1），（1．4）式が耳でみるクロツヴォーグ型

モデルの最も純粋な定式である。さて，いまワ8篇砺と

いう仮定をはずすとどうなるかを問題としよう。すなわ

ち，固定フォンドの建設・懐任期間をθ期間，τ＝0，…，

θ一1（θ＞1）としたばあいである（θは各固定フォンドの

建設期間の最：大値）。導出の仕方は後に詳しく説明する

ことにして結論のみを記すと次の通りである。まず，

｛吻0，…，ψ∫．，…，ψ，，飼｝という投資配分分布係数を導入

する。ψゴ。・は什τ期に稼動開始となる固定フォンド，

砺，‘＋，に占める，ご期に実施され升τ期に完成すること

を予定されている投資量：の比重を示すウェイト係数であ

る。ψゴrは確率変数で
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　　　　　　ψ’o十…十ψ’，θ一1＝1，ψゴ。≧0

という関係をみたす（ゴ部門が投資をしないばあいには

ψ，．＝0；τ＝0，…，θ一1である）。したがって

　　　　　ク　エ
　　”炉Σψ，，あ，18．，

　　　　　r旨0

だから，投資晦と｛現，…，髭‘＋飼｝がリンクされ，いま

や体系は次のようにかける。

　　　　　　　　ヨ　ユ
　　劣F加‘＋βΣ7。ゐ‘．．＋写‘，　　　　（1．5）
　　　　　　　　r＝O
　　Jヒ‘＝！（”3＋1－」じ8）一畳一d【」『」じ‘，　　　　　　　　　　　　　　　　　（1．6）

鱈一 iψ㌦）・欄欄…対角行・恥

体系（1・5），（1．6）が投資配分・建設ラグを導入したバ

ラノフ・モデルの原型である。

　さて，次に実物表示の能力ベースのモデルを上と同様

な方式によって定式化することを試みる。これも等式体

系としてみるとさしあたり次のように書ける。

生産物バランス　鈎＝孟月十F碗十跳，　　　　（1．7）

生産能力バランス　2「8＝Z詞十2診．1－dZ詞，　　（1．8）

生産能力完全利用条件　¢‘＝Z‘，　　　　　　　（1・9）

晩＝（％1‘，…，％π‘）’：‘期における，将来に稼動する能力

のための能力増分π一列ベクトル；

2‘＝（218，噸”，2η‘）’湧期生産能力粗増分π一列ベクトル；

Zl＝（Zlε，…，Zπ∂’：彦期の生産能力ストックπ一列ベク

　　トル；

17＝（ゐゴ）：資本係数ηxπ行列。

先と同様28＝麗‘健設期間＝生産期間＝1期のケース）と

すると（1・8），（1・9）式より次式をうる。

　　πF謬8＋一陣‘十d認‘　　　　　　　　　　（1．10）

（1．7），（1．10）式で体系は完結する。cJ；0（‘生産能力’

の耐用期間は無限大）とすれば，（1・7），（1・10）式をま

とめて

　　¢8＝・肋‘十F（澱‘＋1一の‘）十3f¢　　　　　　（1．11）

をうる。これは周知の古典的なレオンチェフ動学体系で

ある。

　生産能力建設期間ぷ1期以上に及ぶばあいも再び先と

同様にしてうることができる。｛吻。，…，吻．，…，吻，θ一1｝

という生産能力分布係数を導入する。吻，は6十τ期に

．稼動開始となる生産能力増に占める，ご期に実施され‘

＋τ期に建設が完了することを予定させている生産能力

増分（能力単位投資）の比重：を示すウェイト係数である。
　　　　　　　　タコ　
勉も確率変数でΣρゴ・＝1である。それゆえ

　　　　　　　　τ＝0

Vo1．33　No．1

　　　　げ　　
　　％炉Σψゴ。2ゴ，‘．。・

　　　　τ＝0

したがって所要の体系は，次のように叙述することがで

きる。

　　　　　　　　　　　
　　免＝加‘＋FΣψ，Z‘．汁働　　　　　（1・12）
　　　　　　　　τ三〇

　　2‘＝絢＋1一絢十d灘‘，　　　　　　　　　　（1．13）

⑳《㌦⊃・生産能力配分聯×・対角硯

（1．12）式は／振≡ノ勾g，。と定義すると，次のようにも

かける。

　　　　　　　が　　
　　侮＝1短＋ΣF，2‘．汁砺・　　　　（1・14）
　　　　　　　τ；O

F，＝（ん∂：6＋τ期のゴ部門生産能力1単位の拡大に必

要なご期の乞生産物投入量を要素とするπ×π行列。

（L12），（1・13）式ないし（1・14），（1，13）式が建設ラグ

を導入してばあいにおける能力ベースの動学的多部門モ

デルを構成する。エフィモフーモフシォヴィッチは，

（1．12）型を愛用し，ベレニキー，ヴォルコンスキーは

（1．12）型も（1・14）型も用いている。ヨハンセンや築

井一村上は（1．14）型を利用している。d＝0とすると

（L14），（1．13）式はまとめて

　　　　　　　ヨ　　
　　κ‘＝加虚＋ΣF，（κ‘十τ十1一謬‘十r）＋銑　　（1・15）

　　　　　　　τ＝0

とかける。（1・11）式と（1．15）式を比較すれば上式が動

学レオンチェフ体系の拡張であることは明瞭である。こ

こで能力べ一ス体系を価値表示体系とみなそう。このと

き（1，2），（L3）式の両辺に左か’ら！一1を乗ずれば，（1・

8），（1・9）式をうる。ここでえられた式を（1・1）式に代

入して8ノ＝Fであることに注意すると投資ペース体系

は能力ベース体系にコンバートされる。逆に能力べ一ス

の（1．8），（1．9）式にノを左から乗ずれば，能力べ一ス

は投資・ミースに変換される。同様なことは建設ラグ付の

体系間にも適用できることは明らかであろう。

IIソ連における標準的モデル

　§1逆再帰モデル（半動学モデル）

　既述のように最も単純で，その単純さのゆえにソ連で

よく利用されている標準的モデルの1つとして半動学モ

デルをまずあげることができる3）。このモデルの基本変

：量は，計画全期間（‘＝1，…，7’）にわたる部門別資本投資

量巧（ゴ＝1，・一，7L）と各部門の計画最終期の産出量であ

3）［16］。

■

■
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る。単位期間は1年である。このモデルは先の分析的枠

組よりみれば，投資ベースの資本投資構造係数殉にも

とつくものである。構造パラメータとしてδ好より重要

な位置づけを付与されているのは，各ゴ部門の巧を各

計画期間に分割するための，総資本投資の期間別配分係

数ωプ‘である。望伽は，ε計画期に実施されるゴ部門の

資本投資”ノ‘が全期間にわたる投資総量に占めるウェイ

トを示す。定義によって次式が成立している。

　　ア
　　Σω炉1，ゴ＝1，…，？L・

　　‘＝1

この係数を用いると計画最終期の生産物バランス式は次

のように書かれる。

　　伽＝Σα¢ゴ7のμ＋Σ6z，7ω，7γ，＋〃乞7，乞＝1ド・・，η・

　　　　　ゴ　　　　　　　　ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H．1）

　窺7＝計画最終年の盛生産物産出：量；α乞ゴ7＝計画最終

年の投入係数；駒丁＝計画最：終年の第∫生産物の純最終

生産物量（所与）；二丁＝計画最：終年における資本投資構

造係数。

　いま1つの基本方程式，すな’わち固定フォンドバラン

スは，計画下期’首に存在する固定フォンド・ストックば

かりでなく当該期間中に新規稼動する固定フォンドも摩

滅すると考えると次式で与えられる。

　　π炉（1一♂，）（Kゴ‘＋σ，あゴ診），　　　　（H・2）

πμ＝ブ部門のご年次年平均固定フォンド存在量；Kμ＝ゴ

部門のε年期首固定フォンド存在量，娠漏ゴ部門の‘年

の新規稼動開始固定フォンド量：；dゴ＝年平均固定フォン

ド摩滅（除却）係数；σ戸実際の新規稼動固定フォンドの

年平均への換算係数。

　いま便宜的iご，実際の除却率は年平均の2倍だと仮定

すると，6期期首の固定フォンド存在量：は，次式で与え

られる。

　　KゴF（1－2♂ゴ）（Kゴ1‘．・＋鳶，、‘一・）　　　　　　（H・3）

　上式を帰納的に順次たどることによって，計画期の各

年初のフォンド存在量は，計画期第1期期首の固定フォ

ンド存；在量（既知）と新規稼動開始固定フォンド指標とに

よって表現することができる。すなわち

　　1【ゴ2ロ（1－24ゴ）1ζ「，1十（1－2dlゴ）為ゴ1，

　　1（ゴ3＝（1－2（τ，）21（ノ1十（1－2〔！，）2彦ゴ1十（1－2♂ゴ）鳶ゴ2，

　　　　　　　　　　　ご　ユ
KゴF（1－2♂，）‘”1K，、＋Σ（1二2♂ゴ）‘一τ娠（‘＞1）・

　　　　　　　　　　　τ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（■．4）

（H・2）式のKゴ。を上式の右辺で置き換え，同様な操作
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を施すと」ζ，‘を次のように表現することができる。す

なわち

　　　　　　　　じ　エ
　　πノF♂ゴ¢K，、＋Σ♂ゴ（¢一，＋・）んゴ，＋δゴなゴ8　　（∬・5）

　　　　　　　　τ言1
　　♂ゴ‘一（1一♂ゴ）（1－24ゴ）8－1；の＝（1－dゴ）σ’

　ここで孟期のゴ部門投資に占める彦期のゴ部門新規

稼動固定フォンドの割合を示す係数γ，を所与とすると

次式をうる。

　　あ炉η・5、．　　　　　　　　（H・6）
ところで6期投資量と計画期全体の投資量との間には次

の関係式が想定されていた。

　　ηゴ‘＝zo，87ゴ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H・7）

したがって（H．6）式，（■・7）式より次式をうる。

　　あゴFω，‘rゴみ　　　　　　　　　　　　　（H・8）

　上式と（∬．5）式とを用い，さらに固定フォンドの利用

条件

　　1ζゴ7＝ん7Z，T；カT＝丁期ゴ部門資本集約度（豆・9）

に着目すると所要の固定フォンドバランス式は次のよう

になる。

／仰一［封ゐ・一・w’・・’・’無届

　　　　　　＋ゐ7，κ，、，ゴ＝1，…，π・　　　　　（H・10）

　（H・1），（H・10）式が半動学モデルの基本方程式である。

　みられるように固定フォンドの利用条件は（H．9）式の

ように年間平均量に関して与えられている。概してソ連

のバランス型モデルは年次モデルであるため，期首投入

期末産出仮説をとれないからである（0・05年ぐらいを単

位期間として選ぶと期首投入期未産出仮説は妥当すると

いえよう）。

　（H．1），（H．10）式によって巧が決定されれば，

｛？〃ゴ1，…，吻r｝を通じて各期の投資量勘が決まること

になる。したがって問題の焦点となるのはパラメータ

吻‘の与え方である。通常過去のその値を外挿する，あ

るいは資本投資の指数：的成長仮設をとる方法がよく利用

されるという。後者のばあいは，（ゴ部門投資成長率十1）

をα，とすると

　　　　　　　　　アコエ　　　　”’7　　　α’　　η’1

鞭＝ﾂ＝ i韓棚

　　〃’・＝。ノー・　　　　（H’11）

によってω，7は与えられることになる。

以上の半弓学モデルは，労働九資源制約式を付加し7

となるから，結局

　　　　（α「1）αゴT－1
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消費水準指標を最大化するというように拡大すると，1

つの政策モデルの部分モデルを形成することになる。実

際，ゴスプラン中央計算センター・グループ（スメホフ，

ウーリンソンなど）は半動学モデルを用いて15ヶ年計画

を作成し，順次各5ヶ年計画へと資本投資総額を分割す

るという構想を示し，シミュレーシ目ン計算を精力的に

おこなっている4）。しかし，長期的な投資バランスがこ

のモデルでは確保されるとはいえ早年の経常的バランス

を無視している点に計算が簡単だというメリットと同時

に半動学モデルの基本的欠陥がある。

　§2クロツヴォーグの再帰モデル

　ソ連邦ゴスプラン公認のクロツヴォーグーノヴィチコ

フ・モデル5）は，その細目は不明だがソ連の第9次，第

10次5ヶ年計画編成にあたって実際に用いられたとい

われる。モデルは投資ベースで構成されるから当然のこ

とながら価値表示体系である。単位期間を1年とし，通

常30部門程度の集計レベルで計算することを予定して

いる。各計画期間の経常的バランスを計ることに重点が

おかれている他は，先にみた半動学モデルと構成上大き

な違いがあるわけではない。

　クロツヴォーグ・モデルの生産物バランス式，固定フ

ォンドバランス式は構造パラメータが各回画期において

変化することが認められている（したがって孟，βには

それぞれ外出が添えられる）ことを除けば，基本的に

（1・1）式，（1・2）式が踏襲される。投資ブロックの規定

1式は次のとおりである。

　まず第1に資本投資と新規稼動固定フォンドの関係式

は未完成建設増を反映させるパラメータを用いて定式化

される。すなわち

　　”’‘＝あ’‘十ん〆＝（1十んゴ‘）彦，‘；ん，‘…読，‘’1娠。（H．12）

娠’＝‘期ブ部門未完成建設増；娠＝オ期ブ部門未完成

建設増一新規稼動固定フォンド粗増分係数。

　第2に，半動学モデルと同様産出：量の上限を画するの

は期首生産能力ではなく，年間平均のそれである。今期

首に存在する固定フォンド・ストックのみが摩滅すると

すれば次式をうる。

　　π炉プ》‘の炉Kゴ8＋σん、一♂51ζ，8．　　（H．13）

年平均除却率のと実際の除却率むとの間の関係は♂

＝面く4で与えられることに注意すると（H．13）式は

　4）　［35］。［10コには，1972年産業連関バランスを利

用したシミュレーション結果がグラフで示されている。
　5）　　［25］，［30］，［16］o

Vo1．33　No．1

　鳶，、』・ηrK’・＋d，K，診

　　　　　　σ’　．

とかける。上式を（H・12）式と組みあわせると

伽一（・＋・・）｛樂評＋嶋｝

（H．14）

（H．15）

をうる。（1・1），（1・2），（H．15）式によって（6－1）年の

諸量が与えられれば，体系は各年について完備となる。

これらのバランス式に（1）最終需要項目の規定式，（2）労

働力バランス，（3）マクロの投資一消費関係規定式．を付

加することによって1種の政策モデルが成立する。クロ

ツヴォーグのばあいは政策パラメータをマクロの投資率

として上記の（1），（2），（3）は次のように規定される。

㈱幽（Σ駒‘一Σ写‘。¢　　　　　　　z）・

・たは一・幽（恥一階詞〉

　‘’‘の，‘＝ゐゴ‘，ゴ，ゴ＝1，…，η，

．】察Ψ・F（9・マ1－1）】罫・角

（∬．16）

（H．16’）

（H．17）

（H．18）

駒0＝基準時点の純最終生産物量；0‘＝純最終生産物量総

増加額の各乞生産物への配分係数；Lゴ8＝ご期ゴ部門労

働力利用可能総量；娠＝6期ブ部門労働投入係数；g‘＝西

期のマクロ投資率（投資は更新投資を含む粗投資量）。

　クロツヴォーグ・モデルを一括してまとめて整理する

と次のとおりである。

　生産物バランス式

　　・炉孚・絢・＋亭ゐ・’・・’・＋Ψ伽

　　　　＋・（Σ駒rΣ伽名　　　　　　6）・

　投資バランス式（固定フォンド利用条件式）

伽一（・＋・・）｛彗テK”＋唖｝・

　蛍働力バランス式

　　Zノ‘コ瞬ゴFLゴ‘，¢，プ＝1，…，π，

　マクロ消費一投資バランス式

　　ΣΨ炉（9ビ1－1）Σ”ゴ‘，6＝1，…，公
　　5　　　　　　　　　　　’

　クロツヴォーグ・モデルは，投資ペースの多部門モデ

ルをソ連における主要な潮流にまで至らせたものである

が，ゴスプラン公認ということと相まって，各種の事前

的・事後的シミュレーションに用いられている。最近に

おける展開として特徴的なのは次の点である。すなわち，

まず第1に，バランス式を不等式にかえて制約条件とし，

国民所得や消費総額を最適性規準とする最適計画モデル

に再構成し，あわせて双対評価系を計算することがおこ

q
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なわれている。ただし，このばあいにおいても投資率は

外生変数＝政策変数とされることに変わりはない。第2

に，いわゆる資本労働代替ブロックとして産業部門別生

産関数（コブ・ダグラス型）を導入し，その係数パラメー

タを計測する作業がはじめられている6）。しかし，こう

した展開を含めて以下のような問題点をさしあたり指摘

することができよう7）。

　第1。未完成建設，未完成工事業を外生的に与えられ

る係数んによって反映させているが，建設期間とそのパ

タンを明示的に考慮していない。しかし，実際には未完

成建設作業の分布は各期の新規固定フォンドの形成に大

きな作用を及ぼす。しかも，資本建設のパタンは各部門

毎に異なっており，また建設ラグの幅も大きい（1～7，8

年）。したがって建設ラグを考慮に入れなければ，計画

期間の各年および全体にわたる，バランスのとれた投資

プロジェクト計画の作成は困難だといえよう。また係数

んの安定性はきわめて高集計度の多部門モデルにおいて

のみ支持されうるものである。

　第2。バランス式をみればわかるように，¢一1）期の

電量：によって，‘期首固定フォンド存在量あるいは生産

能力利用可能量が与えられれば，クロツヴォーグ・モデル

ではその他の期間の状態を考慮することなく当該期にお

いて資本投資量と産出量：を決定することができる。また

事実モデルの利用にあたって投資の需要と固定フォンド

の供給は計画期間の各年度毎に決定され，順次積みあげ

ていくという方式がとられている。これは標準的モデル

の種々の最適化論的ヴァリアントについてもいえること

で，それらは単1期間計画問題として構成されている。

したがって，各計画期の経常的バランスはともかく確保

されたとしても各期の決定量が計画期間全体の目標達成

からみて合理的だという保証iはない。上記の建設期間や

投資ラグ分布の事情を考えればこの点はこのモデルの決

定的な弱点だといえよう。したがって，‘動学的’とこの

モデルを特徴づけるのは，極めて限定された意味におい

てのみ可能だといえよう。

　第3。標準的モデルは葛鰹の投入産出連関のみに注目

しており，所得一商品（消費）連関や物財一資金連関を考

えていないというのが第3の問題点である。しかしこの

点について本稿では深く立ち入ることはない。

　§3　シャチロ7の再帰モデル

　半旗学モデルやクロツヴォーグの再帰モデルとならん

で，ソ連の標準的モデルの1つとみなしうる多部門モデ

　　6）　［21］。

　　7）　［9］pp．32－35，［16］pp．272－273。
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所のシャチロフ・グループの動学的産業連関バランス・

モデルである8）。このモデルは，第1に，原理的に投資

ベースではなく通常の能力ベースに依拠するものである

が，クロツヴォーグ・モデルと比較対照がただちに可能

なように記述されている。第2に，それに対応して固定

フォンドバランスは各部門別に独立して与えるのでは

なく，固定フォンド産業連関バランスとして定式化され’

ている。第3に，マルクス再生産表式の2部門分割を遵

守しつつ，その産業部門別面計化をはかるという方式を

とっている。第4に，投資については更新投資を除いた

純投資概念を中心にモデルを構成している。以上がシャ

チロフ・モデルの基本的特徴である。これらの諸点にお

いてクロツヴォーグ・モデルと区別されるが，クロツヴ

ォーグ・モデルに対する問題点として先に指摘したこと

はすべてシャチロフ・モデルにも妥当する。以下できる

だけ単純化してシャチロフの再帰モデルを概観する。

　まず，マルクス表式に準拠して生産物（部門）の番号集

合」ロ｛1，…，η｝を2つの部分集合に分割し，さらに第1

部門内部においてフォンド形成部門とその他の部門とを

区別しよう。すなわち

　　J」＝｛1，…，呵：第1部門に属する部門の番号集合；

　　」π＝伽＋1，…，π｝：第H部門に属する部門の番号

　　　集合；

　　」｝o＝｛1，…，ηLo；？ηo＜祝｝：第1部門のフォンド形

　　　成部門。

モデルの方程式体系は，いま輸出入項目を捨象すると次

のようになる。

　　　　　処　　　　　　　　　　　　　7轟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H．19）靴＝Σδ‘卿，ε＋Σの翅，（震」∂
　　’＝1　　　　　　ゴ＝1

靴＝αゴの〃一1，（ゴ∈JI■）

．　∫‘，吻r現，‘
り信’‘＝＝　　　　　　　　・

　　　　祝寿ゴσ5’

砺FK螂．・＋蹴‘廼あε一・，（客∈J’」0，ゴ∈」’）

（H．20）

（H．21）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H。22）

　　　　れ
　　五‘＝Σ‘ゴ‘謬，‘．　　　　　　　（H23）
　　　　3＝1
あり＝原材料在庫・補唄係数を含む投入係数；／¢，＝資本

係数；物ゴ師固定フォンド純増分に対する，ゴ部門のゼ

固定フォンドへの純投資量；σf，＝ゴ部門の乞固定フォン

ドの年平均量への換算係数；り＝労働投入係数；K‘，＝ブ

部門における生産フォンドの期首存在量；．L‘＝物的生産

領域の労働力量（以上パラメータ）；¢菖＝φ生産手段生

　　8）　　［39］，［1］，［2］o
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産：量（づ∈Jf）；の，＝非生産的消費用ゴ生産物生産量（プ∈

ゐ1）；σμ＝ゴ部門で蓄積されるゼ生産手段量（6生産手段

に対する純資本投資量）；α，＝非生産的用途用ゴ生産物

の年成長因子（成長率＋1）（以上変量）。

　シャチロフ・モデルとクロツヴォーグ・モデルを比較

すると，既述の相違，たとえば前者では投資がネット表

示，．後者ではグロス表示であることなどにただちに気づ

く。しかし，それらの点をおけば，先の（1十ん，）冒1がこ

こでの物，に対応することに注意し，投資構造係数6り

を用いることによって，両者は形式的には互いに等価な

関係にあることを確認することができよう。ただし，シ

ャチロフ・モデルは各部門の生産フォンドが素材的に区

分されているために，純粋に理論的に考えれば実物表示

体系として理解できる点にクロツヴォーグ・モデルとの

決定的相違があることは注意しておくべきであろう。シ

ャチロフ・モデルではマクロの消費一投資関係を記述す

る式を欠いているが，実際には，上記のモデル記述に則

していうと

　　　ハ　　　　　　　　　　　　れ　　　れ

　　Σ」匹ゴ昭ΣΣ否‘，
　　ゴ＝η叶1　　　　　¢二1ゴ＝1

　　E＝マクロの消費一純投資比率

が考慮されており，Eの値を操作することによってシミ

晶レーシ目ン分析がおこなわれていると考えてよいだろ

う。シャチロフ・モデルはクロツヴォーグ・モデルと展

開方向も問題点も共有しているから，われわれはこれ以

上このモデルにここでは立ち入らない。

　§4標準的モデルと集計一分計調整プロセス

　ここでは標準的モデルの現実的な含みを無視し，それ

を大規模計画問題とみなしてこの問題の逐次解法手続き

を集計一分計調整プロセスとして構成することを試み

る9）。ここでいう集計一分計調整プロセスとは，集計的な

マクロ・バランス（計画局担当）と分計的なミクロ・バラ

ンス（部門担当）の双方を逐次的に反復・結合することか

ら成り立つ，年度計画編成の斉合的調整プロセスである。

　いま単純化のためにクロツヴォーグ・モデルにおいて，

固定フォンドの除却と補填および未完成建設増を無視し

よう。このときの＝0，”，＝砺だから時標を省略すると

モデルは次のように書ける。

［・］｛驚；勤凱『襟㌦）．

課題は［あ’］を初期問題としたばあいの，その集計一分

計調整プロセスによる解決である。最も単純なケースと

　9）［17］，拙稿「物財バランス調整プロセスと集計

＝価格形成原則」『経済研究』1980年1月号。

Vo1．33　No．1

して単1集計財への集計を考え，集計ウェイトは1であ

るとする。また計画当局はΣ％Σ埼に関して，各ゴ

部門は自己に関連するα砂う砂ヵ，の，駒について完全な

情報を保持するものとする。［為’］を《マクロバランス》

に集計すると次のようになる。

門燈瀞
　　α＝ΣΣα名，の，！Σ餌‘；う＝ΣΣゐ名〃Σんゴ；

　　／＝Σ∫，のゴ！Σの‘；σ＝Σσん1Σ防；

　　餌Σ賜ん＝Σん‘；び＝Σ写‘；耳＝ΣK5．

ここで計画当局はマクロ・バランス［あ”］を各部門が《ミ

クロ・バランス》［鳶’］を担当するものとして，［ん’］と

［あ”］を逐次的に次のように連結させる。プロセスのN

ラウンド（1V＝0，1，…）は次の4つの段階から成る。

　i・各ゴ部門は産出量：と投資量妙坪），砂刑を自主決

定し，これを用いて経常的需要量吻（鮒と資本需要量

ん』ノ酌を次式によって計算する。さらに／ゴの，αの，の砂鮒

を計算しそれらを計画当局に提案する（ただしN＝oの

ときは鮎彰についても提案）。

　　劣ε，（紛＝αf，¢ゴ〔”）；鳶‘ゴ（亙Lゐ‘，あ，（”）．

　ii・計画当局は部門提案をもとにマクロの構造パラメ

ータを計算し次のマクロ・バランスを解く。

　　が枷）；α（紛がπ刊）＋がπ）が坪＋1）＋創，

　／（坪｝の（”＋1」σ（π》ド＋1｝＋K

ここにα（鮒一ΣΣ吻（殉Σ婦亙｝；

　　　が亙LΣΣ曜万）／Σ乃，〔”》；

　　　！（πLΣ／画（π）1Σ詔6α）；

　　　　σ（π）＝Σσ，鳶，（π）！Σ南，（鮒

　　　K＝ΣK‘，〃＝Σ駒．

そして，

乗数ζ（π＋1），ξ（酬1）を

（H，24）

この解をもとに産出量：と投資量：のマクロ均衡化

　　ζ（亙＋1）＝餌（π＋1）1詔（珊，ξ（π＋1Lあ（坪＋1ヲ南（酬

によって計算し各部門に通達する。

　iii・各ゴ部門は，マクロ均衡化乗数によって経常，資

本需要量をζ（評＋1）鞠（鮒，ξ（π＋1》砺，（π，と修正して，これ

を各づ部門に提案する6

　iv・各づ部門は，．各ブ部門からの需要量を総計し，　N

＋1ラウンドの産出目標婦π＋1，と固定フォンド需要：量

厨跳1｝を計算する。すなわち

　　躍盛伽｝＝Σζ（距＋1）塀亙｝＋Σξ（亙＋1）鳶乞，⑳＋駒，

　　鳶¢α》＋1｝＝σ‘噂1（ノ≧詔¢（ハ「＋1）一2【の（乞＝1，…　，π）．　（IL　25）

上の第1式は次式と等価である。

　　躍‘（”＋1》＝Σ吻ζ（評＋1》謬，（酌＋Σゐ葛ゴξ（坪＋1｝ん，⑳

　　　　　　十雪召．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（II．26）

、

亀

。

，

，
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第1表　資本投資の時間的構造（計画期間；5期：資本投資ラグ：3期）

69

投資実施期　　　　　　　投餓計1

固定フォンドの稼動開始期（‘十τ）

前　　計　　画　　期 計 画 期 後地画期

　　一2

ﾐ（一2，1）

0 1 2 3 4 5 6 7　　一1

ﾐ（一2，2）

潤i一1，1）

ひ（一2・3）．

（り

黷Q

|1
@0
@1
@2
@3
@4
@5

o（一1，2）

ﾐ（o，1）

”（一1，3）

ﾐ（o，2）

h（1，1）

ひ（o，3）

閨i1，2）

ﾐ（2，1）

ひ一2

O－1

閧O

ﾐl

盾Q

ﾐ3

O4

ﾐ5

ひ（1，3）

潤i2，2）

潤i3，1）

ひ（2，3）

ﾐ（3，2）

潤i4，1）

σ（3，3）

ﾐ（4，2）

閨i5，1）

ひ（4，3）

ﾐ（5，2） り（5，3）

新規固定フォンド　　　　　　　　　た一2　　κ一1　　た0　　馬　　　碗　　　碗　　　孤　　　ゐ5　　砺　　　ゐ7

以上のプロセスについて若干コメントしておこう。

　第1に，プロセスが定常解をとるときゴ酬＝がπ＋1），

ガ助＝ガ恥1），明らかに2つの均衡化乗数は共に1とな

り，ミクロ・バラセスが初期モデル［あノ］の解を与える。

第2に，初期解がそれぞれ一様に解ガ，勘の定数倍で

あれば（κ・＝αが，ゐ。＝βゐ＊，α，β〉．o），マクロ均衡化乗数

の作用によってプロセスは最初のラウンドで収束するこ

とも容易にみてとれる。したがって，一般にプロセスは

マクロ・バランスの作用によって通常の単純なイタレー

ション・プロセスよりは速く収束することが予想される。

第3に，ここで記述されたプロセスは，複数集計財のケ

ース，すなわち計画当局のマクロバランス自体が初期問

題のサイズを縮小した産業連関バランスとなるばあいに

拡張することができる。第4に，プロセスは，より一般

化された動学的多部門モデル（たとえば次節でみる投資

配分ラグを伴うばあい）の逐次解法手続きとして適切に

定義されているわけではないから，クロツヴォーグ・モ

デルがそうであるようにヨリ以上の理論展開のための第

一次的な問題への接近である。

皿建設ラゲを伴う動学的多部門モデル（投資ペース）

　§1予備的考察

　数期におよぶ建設ラグとそのパタンの部門別相違と

を多部門モデルの中で明示的に取扱うことの重要性は，

社会主義圏では早くから意識されてきた10）。投資計画の

実物的斉合性を保持するというだけではなく，部門別相

対価格を適正にする，あるいは代替的投資プロジェクト

やその実施のための技術的方法の選択という側面からも

10）　［7コ，［8］。

建設のラグとパタンを考慮したモデル分析が求められて

きたといえよう。ここではひとまず投資ベースのモデル

を考察し，このような価格問題は次節で取扱うことにす

る。

　さて，資本建設ラグを導入したときに生ずる事態は次

の2点に集約される（第1表は参考のために計画期間＝

5，ラグ＝3のケースの投資のタイム・プロフィールを

示したものである11））。

　第1。ゴ部門における‘期の投資は舌，什1，…τ十τ，…，

升θ一1（τ＝0，…，θ一1）期における固定フォンド拡大の

ためにおこなわれる（θ＝経済全体における建設ラグの最

大値）。すなわち

　　　　ご　　
　　”ゴFΣuゴ（ちτ）；・8＝Σ砂（ちτ）　　　（皿．1）
　　　　τ罵0　　　　　　　　　　　　　τ

勿ゴ（6，τ）＝ゴ部門における升τ期の生産能力拡大のため

のご期資本投資支出，ひ（ちτ）＝（”ゴ（ちτ））’．

　第2。ゴ部門における升τ期の固定フォンド増の拡大

は，叶τ一θ，…，酋十τ期の資本投資の結果としてあらわ

れ，る。すなわち

　　　　　　　ず
　　ああ‘．，＝Σ”ゴ（6，τ）；

　　　　　‘＝τ一θ十1

　　ゐ、．，＝Σり（孟，τ）．　　　　　　　（皿．2）

　　　　　‘

このような投資の縦と横の時間的構造を結びつければ，

多部門モデルの投資ブロック励‘の内容を規定するこ

とができる（技術係数は不変とする）。

　いまψゴ，をむ十τ期の新規稼動固定フォンド量に対す

る亡期資本投資の比率（投資分布係数）とすれば

　　り，（ちτ）＝吻。ああ‘＋，　　　　　　　　　　　（皿，3）

11）　　［16］，［4コo
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第2表　投資配分ラゲを伴う動学的産業連関バランス・モデルの一般表式

VoL　33　No．1

t

経常需要1固定フ才ンド需要

α十τ）年における新規固定フォ

塔h増のための‘年の資本投資

P稼動フォンド利用

後計画期にお
ｯる固定フォンド増のため

ﾌ投資仕掛分

生新オ
@規ン
｣ド高フ量

最固ン

^定ド

Yフ資
ｨ才源

‘ 升τ（Bら‘・．＝B‘Ψ。） ε十τ

・1・i・1 4 ・1・1・i 4 ・i・
（内生

ﾏ数）

（外生

ﾏ数）、

生産物の

ｶ産分配

oランス

1
2
3
4

∬一∠41

1一∠42

1一．43

∬一∠44

一B11　　， 一β1β

黷a2，2

rB1．3

|B2β

黹ﾀ3β

rB2、4

|B3．4

|B4．4

一β8，5

|B4，5 一B4β

劣1

a2

ﾈ3

閧S

跳
9
2
9
3
9
4

固定フ
ﾋ　ン　ド

oランス

1
2
3
4
　
．

A
ル

ゐ

ゐ

一σ1

@－d2
@一ゴ3

@－d4

一σ2

@一¢」2

@一げ3

一σ3

@－d2 一σ4

た1

薰Q

黷R

｢

Klo

j20

j30

j4①

後計画期　5
における
新規固定
フオンド　6
増

一Q開　　　　　　　一Q54　　　　1

一Q酪　　一Q64 ∬

ゐ5

鳶6

o

o

　歯所　［16］p．283。

という関係式をうる。（皿．3）式を用いて（皿・2）式を表わ

すと次式をうる。

　　　　ヨ　　
　　”FΣψ，，な〃．。；　　　　　　　（皿・4）
　　　　τ＝0

　　　　タ　　
　　ひFΣΨ。砺，；
　　　　r二〇
　　Ψτ＝diag｛ψ，τ｝・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1【1・5）

投資分布係数｛吻，｝は表を縦に和をとることにより，

　　ψゴ〇十ψゴ1十…　十ψゴ，θ＿1＝1　　　　　　　　　　　　　　　　（皿・6）

という条件を充たすことがわかる。

　§2　バラノ7の動学的産業連関バランス・モデル

　既述の標準的モデルとの接続性を考慮に入れつつ，バ

ヲノフは投資配分ラグ付の動学的産業連関バランス・モ

デル（投資ベース）の一系表式を与えた12）。以下その概要

をみる。計画期間を診＝1，…，Tとする．と時間視界は前計

．画期，計画期，後計画期に区分される。バラノフ・モデ

ルの特徴はこの区分を明示している点にある。生産物バ

ランス条件をわれわれの枠組にそって書くと次のとおり

である。

　　　　　　　　　タ
　　∬‘＝4画＋8fΣΨ，西虚．．＋腕（6＝1，…，コ【）（皿・7）

　　　　　　　　　τ呂0

計画期における技術変化を考慮して．4，Bに時標ごが付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タ
されているが，それらは外生的に与えられる。Σとな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ずむ　
っているが，これ，は前項のθ十1がここではθとされて

いることを意味する。固定フォンドバランスは標準的モ

デルのそれとほぼ対応する。ただし計画期の新規稼動固

12）　　［3］，［16］。

定フォンドは，その建設のための投資が既に計画前期に

・はじまっているばあいは外生的に与えられるものとされ

る（第1表でいうと瑚，砺は外生的に与えられ，ゐ3，砺

趣，ゐ6，瑚が当該計画期の決定すべき内生変数である）。

以上のことを念頭において固定フォンドバランス式を導

いてみよう。

　まず年平均固定フォンド存在量は逆再帰モデルのばあ

いと同様に（ただし当該期間中に新規稼動する固定フォ

ンドも摩滅するとする）次式で与えられる。

　　π，・＝（1－dゴ）（Kゴ‘＋σゴ吻・）　　　　（皿・8）

6期期首の固定フォンド存在量は実際の除却率は年平均

の2倍だと仮定すると

　　Kμ＝（1－2♂ゴ）（K，，H＋鳶，，8一・）　　　　　　（皿・9）

となる。上式を伝1から順に帰納的に辿ることによっ

て

　　　　　　　　　　　　　じ　ユ
　　K，F（1－2♂ゴ）‘胴1Kゴ、＋Σ（1－2♂ゴ）8『τなゴ。（孟＞1）

　　　　　　　　　　　　　r＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（皿．10）

をうる。（皿・8）式の．κμを上式で置き換え，同様な変

形を施すとε期の年平均固定フォンド量を計画期期首の

それと新規稼動生産フォンドの関数としてあらわせる。

すなわち

　　　　　　　　　じ　エ
　　π炉晦K，汁Σ♂錦一，＋1）醸＋勉餓；
　　　　　　　　　τ＝1

　　δゴ‘＝（1一〔∫ゴ）（1－2♂，）‘一1；∂ゴ‘＝（1一〔1，）σゴ‘　（皿．11）

上式を外生：量と内生量に区分して書き換え，Kμ＝！ゴ‘のμ

であることに注意すると次式をうる（θ，はゴ部門の建設

璽

匂

，

，
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ラグ）。

　　　　　　ま　ユ
　　／ゴ‘四脚Σ8あε．，＋、彦ゴ，＋δプ‘乃，‘＋Kゴ‘o；　（皿．12）

　　　　　τ二θ’十1

　　　　　　　　　タゴ
　　醐＝輌汁Σd，，8．，＋、海，，，　　（皿．13）
　　　　　　　　　τ＝1

行列表現するとこうである。

　　　　　じ　エ
　　A劣FΣd‘．州ゐ。＋σ‘ゐ8＋K‘o　　　（皿．14）

　　　　　τ＝1
　　dτ＝diag｛♂，r｝；K‘o＝（K，‘o）’；σ‘＝diag｛∂ゴ‘｝

　後歩画期と計画期との関連は回帰方程式を用いて捉え

られている。すなわち

　　砺＋FOT＋1，7．、砺一1＋Qr＋1，丁防

　　ゐ7＋θ＝Q7＋θ，7＿IJヒ7＿1一】一QT＋θ．1・髭7　　　　　　　　　（II【．15）

㊨（τ’，τ）＝τ’年（τ’＝T＋1，…，T，　T＋θ）の新規稼動固定

フォンドとτ年のそれとの統計的依存関係を表わす回

帰係数；9τ’τ＝diag｛9ゴ（τノ，τ）｝・

　以上をまとめるとパラノフ・モデルにおいて再生産プ

ロセズが充たすべき条件は次のようになる。

　　　　　　　　　ヨ
　　のε＝為絢＋捌Σ処鳶‘．，＋翫，

　　　　　　　　τ冨0

　　　　　じ　　
　　A娩＝Σdε．，＋画＋σ画＋K、o，

　　　　　τ＝1

　　　　　　ア
　　左7．，’＝ΣQ．’，，左。，

　　　　　τ吊7－1
　　（舌＝＝1，…　，71；　τ’＝7’→一1，一・，7’十θ）．

このバラノフ・モデルによって，建設ラグを伴うばあい

においても計画期の産出量，固定フォンド拡大量は前計

画期，後計画期の経済状態と形式的にリンクされた表式

として記述することができるようになった（第2表はラ

グ3期，計画期4期のぼあいのモデルの例解である）。

こうした産業連関バランス表式としての一般性およびそ

の実験的利用経験の蓄積13）のゆえに，ゴスプラン《要綱》

においてモデルーチェンジがあるとすれば，このバラノ

フ・モデルとそのヴァリアントこそが新しい標準的モデ

ルの位置を占める第1候補者だといえよう（なぜならば，

周知のようにソ連では79年7月決定で5ヶ年計画を柱

として中・長期計画化を計ることが決められ’ており，ま

13）　10ヶ年，98純部門，24地区，7自然資源，33

職業グループ，78個人消費財グループの規模の計算に

ついては，拙稿「計画経済への最適化論的接近法」（関

恒義編『現代の経済学』青木書店，1978年，所収）参

照。解法については［29］参照。なお，ハンガリー人

民共和国の動学的多部門モデルもバラノフ・モデルと
同様な構造を有している（［28］）。
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た未完工事業の大規模な存在・偏在の改善の必要性はソ

連当局者によってたえず叫ばれている事実だといえるか

らである）。

IV　ラゲ付多部門モデルと均斉成長一価格径路

　§1予備的考察

　ここでの分析対象は，能力ベースのラグ付多部門モデ

ル（1・8），（1・9），（1．14）式とそのヴァリアントである。

前節までの考察は，主として投資ベースの動学的産業連

関バランス．・モデルの表現形式を中心とするものであっ

たが，ここでの主題は，計画経済論にとって第1級の重

要性をもつ問題すなわち，第1に釣り合いのとれた効

率的成長の可能性，第2にそのような成長径路と斉合的

’にリンクされうる合理的価格形成原則，これらの問題が

建設・投資ラグを考慮に入れ，たばあいにいかに解かれう

るかをみることにある。

　こうした課題に取り組む先鞭をつけたのは，既述のよ

うにベルキンによる建設ラグを考慮した《社会主義経済

の生産価格》公式の提起である14）。その後，ヴォルコン

スキー，ベレニキー，エフィモフ，モフシォヴィッチな

どによってベルキンの議論をより拡大され，たないし精密

化された枠組のもとで発展させる一連の試みがおこなわ

れた15）。また最近ヴォルコンスキーなどの研究によって

触発され，ランゲーブローディ・ラインに沿って建設ラ

グ付多部門モデルを分析しようとする若干の研究が欧米

にもあらわれてきた。社会主義国の研究に常に好意的な

ヨハンセンやスウェーデンの社会主義経済学者オーベル

グ，ペルソンの研究がそれに属する16）。

　以上の研究についても，互いにオーバーラップするい

くつかの側面によって分類することができる。第1に等

式体系をとるか不等式体系の最適化論的問題を考えるか

が問題となる。第2に，均斉成長一価格径路を中心にし

て分析をすすめるか不均斉なそれに焦点をあてるかによ

ってアプローチが区分される。第3に，上の問題とかか

わるが‘閉じた’体系をとるか，‘開いた’体系をとるかに

よっても区別される。第4に，生産能力の増分をグロス

で捉えるか，ネットで捉えるかなど上記の3つに比べる

とささいな分類もできう。いずれにしろ問題となるのは

均斉成長一価格径路の問題であるから，われわれもこの

問題の検討からはじめるが，研究の時間軸を逆転してヨ

ハンセン等の業績をまず整理することにする。なぜかと

14）

15）

16）

［7コ，［8］。

［5］，［6］，［11］，［12］，［13］，［19］，［22］，［31コ，［32］。

［40］，［42］。なお［46］PP，56－74参照o
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いうと彼等は，‘閉じた’等式体系のもとで均斉成長にか

かわる問題を簡明に検討しており，ソ連のその他の議論

やベルキンの生産価格を考える上にも有用だと考えられ

るからである。

　なお記号として，1節におけるみ♪ゐゴ。をそれぞれ

ゐ砂％，と記すことにする。したがって本節の6砂b依

はラグ分布係数によって区分された資本係数であり，1，

皿で用いられた投資構造係数としてのδ砂ゐ依とは本

質的に意味を異にしている。バラノフ等の投資構造係数

と混合する恐れはもはやないから，ソ連式の記法を改め

ることに問題はないだろう。

　§2‘閉じた’等式体系と均斉成長一価格径路

　既述のようにヨハンセン等は閉じた体系（形式的には

跣＝0）としてラグ付モデルをまず構成する。その際彼ら

が特に重視しているのは，‘生産能力’の物理的寿命の有

限性である。この有限性を考慮する方式の1つは，投入

係数マトリックス・4に除却固定フォンドの補填係数が

含まれているとみなし，生産能力増分を純概念で捕捉す

る方法である。ヨハンセン等は以下でみるようにいま1

つのよく知られている方式を建設ラグ付モデルと組み合

わせて用いている。そしてモデル構成の特色はこの点の

みにあるといえよう。以下均斉成長一価格径路を中心に

彼等の議論の骨子をみる17）。

　いま新規のゴ部門の生産能力は8ゴ期間用いられ，そ

の後ただちにスクラップ支出ゼロで廃棄されるものとす

る。簡単のために耐用期間中の生産能力の生産性（能率）

は不変だと想定する（この仮定は本質的ではない）。ここ

で期間投入一期末産出を考えるとわれわれの体系（1．8），

（1・9），（L14）式は次のように若干変形されることとな

る。すなわち，リビューをかねて丁寧にかくと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　タ
生産物バランス鞭＝Σ吻靴÷ΣΣゐ乞ゴ。2あ虚・。・
　　　　　　　　　　　ゴ　　　　　　　ゴ　τ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IV．1）

生産能力バラン．ス　Zゴ‘＝Zゴ，‘一・十勉一zあε一ε〃　　（IV・2）

生産能力の完全利用条件靴＝Z銘（づ，ゴ＝1，…，π）・（IV．3）

勉は6期中に利用可能となる生産能力粗増分であって

先の2あ尻にあたること，および除却生産能力量は耐用

期間の明示によって亡期では，2〃．8，となること（加え

てん，の表記替）を注意しておこう。

　体系（IV・1）～（IV・3）を有限期間の計画問題とみるなら

ば，時間視界をバラノフのように区分して，その境界条

件を与えなければならない。しかしモデルの純粋に経済

学的分析のためには，診≦0，ε＞0において，常に上記の

　17）　　［40］，［42］。

Vo1．33　No．1

3組の方程式によって経済成長は記述されると回りに考

えるのが有効である。したがってここでは時間視界は問

題としない。

　さて（IV．2）式は，帰納的に過去に遡ることによって

　　8’一1，
z炉Σ2ゴ，ε．，

　　8＝0

（IV．4）

と表わすことができる。いま各ゴ部門の生産能力増分力！

成長率えで均斉成長するものとすれば

　　勉＝α「z〃．。；α≡1＋2・

上式を（IV．3），（IV．4）と組み合わせると

　　　　　リノ　ユ
　　のゴε＝2ゴ‘Σα『8・

　　　　　s＝0
したがって（IV．4）式より次式が成立する。

　　　　　で　　¢ゴε＝αjPあ‘一τ・

（IV．5）

（IV．6）

（IV．7）

すなわち，生産能力増分の均斉成長は産出量の同じ率で

の均斉成長を従わせる。（IV・5），（IV．6）を用いれば，（IV・

1）式は次のような靴についての同次式として表わすこ

とができる。

　　詔炉Σα晒，‘＋Σb乞，（α）の，‘，

　　　　　’　　　　　　　ゴ

・・（・）・茎・研ゴ／紮　　（罵・）

上式を行列表現すると
　　の＝（1隻十β（α））澱；B（α）≡（ゐ歪ゴ（α））・　　　　　　（lv・9）

　したがって（IV．9）式に経済的に有意味な解（α，紛が存

在するかどうかは次の固有値問題を探求することに帰着

する。すなわち

　　μ＝（．4＋B（α））κ，

　　μ（α）一1．　　　　　　　　　（IV・10）

この問題に立ち入る前に上記の数量体系に対応する価格

体系P＝（p、，…，pのを導いておこう。価格方程式は，

標準割引率γ（β≡1＋γ）を用いて異時点支出を還元する

方式，すなわち投資収益計算をおこなえばうることがで

きる。投資収益計算の均衡条件は，収入のフローの現在

価値が生産能力完成時点で計算された，新規能力の建設

のための投資支出のフローの価値：に等しいことである。

式であらわすと次のとおりであるム

　　艶（PゴーΣα乞仰　　　　　　¢）一多浄・翻

　　アz，‘＋τ＝β一，ρ銘・

したがって次の価格形成式をうる。

　　　　　れ　　　　　　　　　　　　　れ

　　P炉Σα碗‘＋Σゐ乞ゴ（β）P¢‘；
　　　　葛置1　　　　　　　　¢罵1

　　P＝P（ノ4一トB（β））．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IV・11）

（IV．9）式と（IV・11）式を比較すれば明瞭なように，成長，

■

嘲

ら



9

9

●

Jan．1982 社会主義経済の動学的多部門モデル

因子一産出構成比（α，幼と利子率一価格構成比（β，P）は，

κとPがそれぞれ行列孟＋B（・）の右固有ベクトル，左

固有ベクトルとなるから，数学的には（IV．10）式を考察

すればよい。いま定義により

　　δ乞」＝う寧十…十う卿，ゐ‘ゴ．≧0

だということに注意しておこう。・Bゴ（Bの第ゴ列から成

るベクトル）は各ブに対して少なくとも1つ正の要素を

もつと仮定するのは自然だろう。また成長因子が1（成

長率＝0）のとき，上記の注意を意識すれば

孟＋B（・）一＠＋讐）

となる。したがって，五十B（1）が生産的（productive）

すなわちこの行列の最大固有根をρ（五＋β（1））とすると

ρ＜1が成立すると考えることも許されよう。すなわち，

各種生産物の産出量：が生産能力の除却部分の補填（およ

び欝働者の最：低水準の生活資料の投入）を考慮してもな

お生産活動で費消する量を上廻ることを仮定する。さら

に，いま考えている体系はすべての生産物が体系内で用

いられるという意味において閉じているから，4十β（α）

はβ（α）≧0のとき分解不能と想定することも許容限度

内の仮定である。ここで，

　ゐ乞ゴ’（α）＝（Σα“8Σ妬τατ一1＋Σゐ依ατΣsα＋り

　　　　　x（Σα噂8）『2

より，ゐ¢〆（α）＞0（α＞0）である。すなわち8（α）はα＞0

に関して単調増加だという点に着目すると次の命題をう，

ることができる18）。

（P1）仮定

　i．βゴ≧0（ゴ＝工，・・㍉7z）；　ii．非負行列4＋8（α）は

β（α）≧0のとき分解不能；iii・4十β（1）は生産的，が

充たされているならば，体系（IV・9），（IV．11）の解＠♂），

（β，ρ）は一意かつ正であり，δ＞1，β＞1，δ＝βが成立す

る。♂，Pはそれぞれ五十B（α）の最大固有根1に属する

右固有ベクトル，左固有ベクトルである。

　ここで体系（IV・9），（IV・11）の特徴をみるためにヨハン

セン等の議諭から離れ，て次のように体系を書きかえてみ

よう。

　　¢FΣαf拘＋Σδ盛ゴ，4ゴ（α）ατ一’¢，

　　　　　’　　　　　　ゴ，τ

　　　＋（α一1）Σゐ晒ατ一切，

　　　　　　　　あr
・・（・）・像）凸

Pゴ＝Σα¢遡＋Σゐ乞μ，（β）βτ咽’p乞

　　包　　　　　　　¢97

　＋（β一1）Σδ¢ゴ。βτ一lpか

　　　　　乞，τ

18）　［40］。

（IV．12）

（IV．13）

♂，（α），（ち（β）は定義により

・’（・）一．
求E’（β）一舞、…（・）一も
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である。すなわち，d，（α），殉（β）はそれぞれnorma1な

除却率と減価償却率である。そして45（β）は周知のルリ

エの減価償却率19）の定義式に他ならない。3，→。。とす

ると建設ラグのみを考慮したレオンチェフ動学体系とな

る。τ＝1とするとキャパシティ・ストックの耐用年数

の有限性のみを明示した体系がえられる。∫ゴ→。。，τ＝1

のケースは標準的な閉じたレオンチェフ動学系をうる。

　建設ラグを考慮に入れた価格方程式体系（IV・13）式に

類似した価格モデルをソ連ではじめて提起し，それを実

際の産業部門別価格指数を計算するのに利用したのは，

既述のようにベルキンである。ベルキンと彼を中心とす

る研究集団による生産価格モデルの定式化にもいくつか

のヴァリアントがある。そのうち最良だと考えられるも

のを，ここでの記号と枠組とを用いて記すと謹めように

なる20）（規準化方程式はここでの議論と無関係だから省

略する）。

　　・・一￥＠＋響））臨写轍）・・

　　　　　　び
　　θゴ（り＝Σ％（1＋が一1・　　　　　（IV・14）
　　　　　τ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1γ＝β一1，ゐ¢，物。＝う¢，．だから（IV．13）との相違はd，＝一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3’
としている点のみにある。すなわち，彼らは建設期間に

関心を集中し減価償却に関して周到な注意を欠いていた

ということになる（彼らがθゴ（r）を生産能力の創設期間

に由来する価格引き上げ係数と呼んでいたことはまった

く正当であるが）。もっともヨハンセン等の耐用期間は

各生産部門において生産能力を形成する個々の資本設備

に関するものではなく，あくまでキャパシティ・ストッ

クの耐用期間である。したがって（IV・13）式において3乞

や3材は登直してこないQそれゆえ実際には，このよう

なヨハンセン等の接近法は，便宜的方法であって価値表

示体系として体系を理解するばあいにのみ十全な意味づ

けをうることができる，といえよう。この点はさておき，

いま少し含意を展開してみよう。まず，カントロヴィッ

チーマカロフ，ノヴォジロフ，ルリエの標準効率指標E

は

　　E＝β一1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（W・15）

と規定することができる。さらに4十B（α）の分解不

19）　　［27］，［33］0

20）［8］。
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能性を仮定しており，均衡解の存在も確められているか

ら，もし均衡解が所与であれば，ブローディの技術選択

に関する議論はストレートに当該体系においても妥当す

る。ヨハンセンはこの点について若干異なった視角から

アプローチすることによって同一の結果をえている。す

なわち，＠は微分記号である）価格体系と数量体系を用

いると

　　　　　写［写幽’＋耳蝉ゲ！Σ’｝’

　　戯＝一
　　　　　　　　　ΣP‘（∂ゐ‘，（α）／∂λ）必，

　　　　　　　　　乞，ゴ

が成立し，先の議論により∂ゐ¢ゴ（α）1∂λ＞0，すなわち，分

母＞0だから，分子［・］部分の符号が正ならえは下落じ，

負なら上昇し，ゼロなら中立的である。したがって個々

の産業部門は新技術の採択を［・コ部分の符号に照らして

おこなえばよい。上式よりまたΣ，う蹟＝const．という

条件のもとに建設ラグを短縮（延長）するように勿，を

シフトざせると均衡成長率は上昇（下落）することがわか

る21）。

　§3均斉成長一価格径路への最適化論的接近

　モフシォヴィッチ一極フィモフは，建設ラグを明示的

に導入した不等式体系を再生産条件とする計画モデルを

対象として，第1に均斉成長一価格径路（ターンパイク

径路）の存在問題，第2に計画問題の解のターンパイク

径路への継続的偏重性にかかわる問題を分析することを

試みた22）。計画期間（0，T）において再生産プロセスがみ

たすべき制約条件は次のようにかかれる。

　　　　　　　　　　　ヨ
　　臨汁軌＋RZ汁βΣφ，z‘τ≦碗，
　　　　　　　　　　　r＝1
　　’謬F〃‘，

　　劣8≦Z‘，ご＝0，…，7㍉

　　　　　　　ヨ　ユ
　　易≦4一・＋Σ「。z8τ，　　　　　　　（濡）
　　　　　　　τ寓0

　　2‘7≦zHτ＋1，τ富0，…，θ一1；6コ1，…，　T，

　　2‘≧0，劣8≧o，z‘τ≧o，銑≧0，6＝0♪…，7～

餓＝亡期産出ベクトル；Z‘＝む期生産能力ベクトル；五

＝原材料投入係数行列；o＝劣働活動水準1単位あたり

の消費ベクトル；仁労働投入（賃金）係数ベクトル；勉

＝6期労働活動（消費）水準（スカラ）；β＝補填係数行列

（1～ゴ≧0）；B＝資本係数行列（Bゴ≧o）；2‘τ＝亡期に決定

される，（ご十τ）期の生産能力純増分ベクトル；ψ．＝投資

分布係数対角行列（加→・幽遠生産能力の据

21）　［33］，［24］；［41］，［42］pp．12－130

22）　　［19］，［31］o

Vo1．33　No．1

えつけ・習熟（OCBoeHHe）の時間的配分係数対角行列（ゴ

対角要素γゴ，は，6＋τ期に完全稼動する能力に占める6

期の部分的な据えつけ・習熟完了能力量：の比重を示すウ
　　　　　　タ　　
エイト係数；Ση＝わ。

　　　　　　ごコ　
　計画化の初期条件として，Zoと201，…，20θは所与と

される。不等式化によって生産物や生産能力の不完全利

用が許容されている他に次の点が前項における定式化と

異なっている。

　第1。28τは更新部分を除いた純量で捉えられており，

しかも時標6毎に区別され，ている。これまでの定式化で

はZの両添字を加えたものが同一であれば，それらを区

別することはなかった。すなわち2〆＝2‘一1「＋1＝…＝

2‘仲　したがって，制約条件第5式は，オ期において新

規建設開始決定がおこなわれるだけではなく，より以前

のε期までに未完成な建設に関する決定が点検されるこ

とを意味している。

　第2。制約条件第4式において，据えつけ・習熟の時

間的配分係数が導入されている。すなわち（彦一1，の期に

おける生産能力増分は完成建設と未完成建設の部分的稼

動との総和として定義されている。これまでの定式化で

は，

　　1写。＝1；rτ＝＝0（τ＝1，…　，θ一1）　　　　　　　　　（IV．16）

であったことに注意しておきたい。

　第3。消費部分が明示されている。この消費は個人的・

社会的消費を含み，その構造は不変でその水準は労働者

の活動水準（実験計算では賃金総額）に比例的だとされる。

純理論的に考えればを利用可能労働総量ないし労働支出

総量だと考えるのが自然であろう。

　さて，制約条件式（瀦）に最適性規準ないし目的関数を

付加すれば，最適計画問題をうる。計画最終期の経済状

態をπ（θ十3）十1次元の列べクトルX7＝［κ箔〃7，　Z7，

z70，…，27θ nで捉え，これに対応する評価行ベクトルを

P7としよう。モフシォヴィッチ等は計画最終期のみに

着目して最適性規準を

　　σ（X7）＝P7Xr　　　　　　　　　　　（IV．17）

と線型に定式化する。かくして計画問題は1種の線形計

画問題

　　max・P7」【7，8乱㈲　　　　　　 （IV．18）

となる。ここで制約条件式（濡）に見通しをよくするため

に簡単な表現様式を与えておこう』

　　L1」【「8≦L22【‘＿1，X8≧o，ご＝＝0，一・，皿　　　　　　　　　（IV．19）

右，・L2は｛π（θ＋3）十1｝次正方行列である。
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　P‘＝（P、‘，P2ε，P，ε，P、‘，P，0，…，P，θ）

社会主義経済の動学的多部門モデル
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∬
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∬
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駒＿1
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2¢＿10

　θz‘＿L

l
I

xε一1

ここにP、‘＝生産物評価ベクトル；p2‘＝労働評価ベクト

ル；P38＝生産能力利用効果ベクトル；P4‘＝稼動固定フ

ォンド評価ベクトル；P5τ＝τ建設期の未完成生産能力

評価ベクトル，と定義すると次のような双対形式をうる。

　　P‘．、五、≧P‘L2，　P‘≧o，6＝0，・一，7㌔　　　（IV．20）

ここではひとまず時間視界を無視して均斉成長一価格径

路を想定し，ノイマン流に（IV．19），（IV・20）式に対応す

る次のような最適化問題を考える。

　　揃axα，　st．αL1オ「≦五2X，　X≧o．　　　　　　　　（IV．21）

　　minβ，　st・βP1ン1≧P1｝2，　P≧o．　　　　　　　　　　　　　（IV．22）

問題（IV．21），（V．22）について次の命題が成立する23）。

（P2）仮定

　i．行列φ．と几の要素はすべてのぎに対して

　　γ吃τ＋1／γ弓τ≦乎）蛋、τ＋1／ψ信τ（τ＝o，…　，θ一1）　　　　　（IV．23）

という条件をみたす（すなわち新規能力の建設投資はそ

の稼動量以上である）；

　ii．κ≧4πκ（孟翌≡五十R十θのは非負解を有する；

　iii・行列オ翌は分解不能である。

以上の仮定が充たされれば次のことが成立する。

（1）問題（IV・21）の解（α・，X）は存在し，α・≧1である。

（2）Xは一意かつ正である。垣はF（α・）の固有値1に

属する右固有ベクトルである。ここに

　　F（α）≡砺＋（α一1）BΣφατ一1（Σr，α，）一1

（3）評価ベクトルPは一意かつ非負である。

　」う1，1）2，P3，P4＞o，」う5τ≧o（τ＝0，一・，θ一1）．．（IV．23）ヵ§厳

密な不等号によって成立するなら，Pは一意かつ正で

23）　［19］，刀eMMa　1，　JIeM磁a　2，　TeopeMa。

75

ある。ρ、はF（α。）の左固有ベクトルである。

（4）　さらにαo＞1を仮定すると，問題（IV・22）の解βo

とαoは等しい。αO＝β0（λ0＝γ0）．

αo＝βoが成立するばあいの評価ベクトルの規定式は

次のようにかける。

　P、1ア（β）＝P、；P、＝P、1藍＋P2」＋P3，

　P、＝P、C，　P4＝P、恥（β），

　B躍（β）≡8≦ユβ…→φ一（箋β一1一一）一ユ

　P、＝P、R＋（β一1）P、，

　P5』P4几，

　P5θ一1＝Pβφθ，

　P5θ一2＝P、Bφθ．、＋βP5τ疇1一βP4rθ．、，

　P51＝P、Bφ2＋βP52一βρ41▼2．

したがって生産物価格形成式は

　P、＝P、ノ4丑f＋（β一1）P1・B」遡「（β）

となる。ro＝乙r。＝0（τ≠0）とすれば上式は

　P、＝P、砺＋（β一1）P、βΣβτ一1φ．

　　　　　　　　　　　　ヨ
　　　＝P、4翌＋（β一1）P・ΣB。βτ一’

　　　　　　　　　　　r＝1

（IV．24）

（IV．25）

となるから前項でえた価格形成式と対応することがわか

る。ただここでは’4zがαに依存していないこと，他

方前項においては（Σβτ「。）一1が登揚してこなかったこ

と，これらがヨハンセン等とモフシォヴィッチ等との間

の基本的相違であるが，しかしその共通性も上の命題と．

それに続く議論ならびに前項の孟＋β（1）がここでの

’4毎に対応することに注意すれば明瞭であろう。

　以上では計画期間の有限性を無視したが，次の計画最

終期の経済状態のみに注目、した線型計画問題によって国

民経済計画課題が定式化されるものとしよう。すなわち

　　nlaXひ（X「7）＝PT2【「7，　stg　LIX8≦」L22【「‘＿1，

　　　診＝0，…，皿　　　　　　　　　　　　　　　　（ノ〃）

この問題の解系列，すなわち最：適径路｛X‘｝o『と均斉成

長一価格径路＝ターンパイク径路との関係を示すのが次

のモフシォヴィッチ命題である24）。

（P3；ターンパイク定理）

問題（〃）について（P2）の（1），（2），（3），（4）のすべてが成

立しているものとすれ’ば，任意のε＞0に対して

　　ρ（x‘，■）＜ε　（M≦6≦T一躍）

ならしめる整数翌がすべての最適径路について共通に，

そしてTの大きさに依存することなく，みいだすこと

ができる。ρ（・ド）の定義は次のとおり。

　24）　［31］TeopeMa　2。
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第3衷　均衡産出比と均衡価格比

、

Vo1．33　No．1

ヴァリアント
@　αo＝1．0804

1 ヴァリアント
@　α0＝1．0800

H

・　1 声1 P 戸2 ・　1 万1 P 声2 P∬65（10億ルーブル）

1
．
2
．
3
．
4
．
5
．
6
．
7
．
8
．
9
．
1
0
．
1
1
．
1
2
．
1
3
．

燃　　　料

d　　　力

@　　　械

ｻ　　　学

ﾘ材・製紙

嚼ﾝ資材
y工　業
H品工業
噤@　　設

_　　　業

^輸・通信

､業・補給

ｻ　の　他

18，788

V，671

U1，410

P3，883

P7，047

P2，002

T4，182

W3，807

R3，506

U9，515

P7，159

P4，496

R，381

1，331

P，127

P，188

P，046

P，399

P，341

O，601

O，633

P，240

O，841

Q，024

P，081

O，617

1，560

P，321

P，393

P，226

P，639

P，571

O，705

O，742

P，453

O，986

Q，371

P，267

O，723

18，788

V，670

U1，341

P3，883

P7，046

P1，990

T4，215

W3，869

R3，463

U9，555

P7，156

P4，500

R．多82

一

1，245

P，127

P，132

P，079

P，318

P，273

O，714

O，738

P，171

O，871

P，737

O，951

O，610

1，393

P，260

P，296

P，207

P，475

P，424

O，799

O，825

P，310

O，974

P．043＊

P，064

O，682

18．8

V．6

T4．7

P3．7

P7．7

P3．6

T4．4

W4．0

R9．4

U8．8

P7．3

P4．4

R．4

出所　［19］P．41。

＊　この数字は誤植と思われる。

第4表　均衡産出比・均衡成長宰と消費ベクトルの関係

万

・×・85 P・×…1・「・×・価1・×…5

1・燃　　　料 18，787 18，787 18，787 18，786 18，791

2・電　　　力 7，735 7，735 7，671 7，651 7，616

3．機　　　械 71，534 64，668 61，410 58，298 52，312

4．化　　　学 13，897 13，887 13，883 13，878 13，872

5・木材・製紙 17，206 17，098 17，047 16，999 16，908

6．建設・資材 13，663 12538 12，002 11，486 10，485

7．軽工業 49，268 52，590 54，182 55，716 58，703

8．食品工業 74，646 80，840 83，807 86，668 92，230

9．建　　　設 39，786 35，536 33，506 31558 27，768

10．農　　　業 63，495 67，607 69，515 7L317 74，703

11．運輸・通信 17，709 17，336 17，159 16，987 16，662

12．商業・補給 13，889 14，300 14，496 14，683 15，047

14・そ　の　他 3，252 3，339 3，381 3，422 3502

αo 1…3251－1・脚・i・側・1・加26

出所　［19］p．42。

　　ρ圃・斎「謝

　したがって，十分大きく計画期間丁をとってやれば，

すべての最適径路は初期と終期の近傍を除いて，ターン

パイク径路（これも1つの最適径路である）に近似してい

ることになる。エフィモフーモフシォヴィッチは上記の

命題を拠り所として均斉成長一価格径路に信頼をおき，

ゴスプラン経済研究所作成のソ連邦1965年産業連関・

固定フォンド連関バランス表を用いて13部門，15部門

レベルの集計度で均衡産出比，均衡価格比のシミュレー

シ。ン計算をおこなった25）。均斉成長率＝均等利子率と

｛吻，｝の分布をどのように処理したかは不明であり，デ

ータ・ベースが非公表という事情もあるが数少ない試算

結果なので紹介しておく（以下は13部門の結果である）。

まず，労働投入係数㌃としては乞部門の賃金集約度（乞

部門賃金総額κ部門総産出額）がとられ，消費構造ベク

トルeは次式によって計算される。

　　・「乱世・隅一絢一（．4κo十1㌔）・

駒＝基準年の消費ベクトル，砺＝固定フォンドへの資本

投資額ベクトノレ。計算の結果は第3表に要約される。ヴ

ァリアント1は物的生産領域の賃金1ルーブリあたりの

消費＝const・としたケース，ヴァリアントHは住民の

全収入1ルーブリあたりの消費＝const．としたケース

である。Pl，P2の相違は規準化条件のそれに由来する。

すなわちP1では，ρ1：τ＝PO灘0，ρ2ではρ2σ鷹＝Poe伽0

が規準化条件とされた。彼らのfact負ndingsは以下の

5点に要約される。

　第1。最大均斉成長率は8・04％ないし8％であるが，

これはソ連の社会的終生産物の実際の成長率（1963－65

平均7・7％；65年7・9％，66年7・3％）に近い。

　第2。均衡産出比母と基準時の実際の構成比の65は近

い。乖離銑画。の最大値は1・123（機械製作部門），最小

値は0・85（建設）である。

　第3。均衡価格比（価格指数）は成長率8％のばあい，

25）　［19］。文献［18］を入手することができなかっ

たので，15部門のケースについては［34］から間接的

に情報をえているにとどまる。

9
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第5表　均衡産出比・投資比と1965年実績
L

露！∬65
資本投資

ブ％ 一 ｝ηy65

αo二1．08 1婦・93 αo＝1．08 1αo＝1．093

EM lKM 1・M EM 1 KM 1 K：M
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力
鋼
属
料
一
儀
学
紙
材
器
業
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業
設
業
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給
産

◎
鑑
∴
∴
論

電
鉄
非
燃
ア
完
化
木
建
が
軽
食
そ
建
農
亡
八
そ

一
。
2
，
ム
生
a
6
。
λ
＆
隻
0
。
L
a
ふ
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く
い
6
，
λ
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1
　1
　
1
　
1
　
1
　
1
　
1
　
1
　
1

　　1．009

｝・佛

　　0．999

｝・・2・

　　1：：話

｝・882

0．997

0．998

1．000

0．849

1．011

0．992

1．007

0．995

0．9933

0．9530

0．9530

0．9838

0．9608

0．9279

0。9825

0．9809

0．9484

0．9803

1．0236

1．0297

1．0252

0，9467

1．0288

0．9795

1，0050

1．0102

LOOOl

O．9992

1．0019

0．9994

1．0002

1．0084

1．0004

0．9970

0．9908

0．9971

1．0014

LOO19

LOO16

0．9902

1．0018

0．9986

0．9999

1．0009

　　8．42

｝・93

　　7．26

｝…72

　　1：：：

｝・σ

1．91

4．07

1．67

2．31

20．45

22．67

3．53

1．64

0．7019

05463

0．6737

0．6504

0．8535

0．8268

0．4911

0．9109

0．7962

0．8159

1．1048

1．3972

1．2051

0。8794

0．9773

0．9524

L5681

1．3873

0．8216

0．6660

0。8233

0．7681

1．0328

1．0452

0．5813

1．0763

0．9670

0．9647

1．2565

1．5691

1．3688

1．0692

1．1064

1．1287

1．8216

1．5980

出所　［34］p．10（遅。

備考　EM＝エフィモフ，モフシオヴィツチの試算。

　　K：M；ヵントロヴィッチ，マカロフの試算。

運輸通信部門価格指数が2・024（2・371）と最も高く，軽工

業が0，601（0・705）と最も小さい。

　第4。第4表にみられるように均衡成長率は規準消費

ベクトル増大（減少）に応じて低く（高く）なる。

　第5。資本係数行列Bと補填係数行列丑の和の一二

の増大（例えば＋10％）は成長率を低める（逆は逆）。

　以上はターンパイク定理と均衡成長一価格径路とに対

して理論的にも実証的にも大きな信頼を益せるものセあ

る26）。しかし逆に不信もある。以上の議論の問題点も含

めて項を改めて議論する。

　§4均斉成長一価格径路をめぐる若干の論点

　均斉成長一価格径路に対して向けられる批判点のうち

実際の経済運営にとってもっとも重要なものは，ターン

パイク径路にいかにして現実の経済をのせるか，すなわ

ち初期調整の問題が分析されていないという点にあると

いってよいだろう。この批判は，さらに3つに区分され

る。第1。均衡成長率を用いるとマクロの成長率が過大

評価される（65－70年の期間をとるとヴォルコンスキー

によれば，均衡成長率は7・9％で実際の平均成長率は6・7

　26）　もとのしP問題の解とターンパイクとの比較の
　結果については彼らはまったくふれ，ていない。

％である2の一モフシォヴィッチ等と逆の結論を同一の

データベースを用いて引きだしている。カントロヴィッ

チーマカロフの試算28）では均衡成長率を内的に決定す

ると実に9．3％である一これらはすべてデータベースは

同一）。第2。均衡産出比が基準年のそれと近いという

ことは資本投資構成が近いということを意味しない。均

衡資本投資比は実際のそれと極めて大きく乖離している。

第3。時系列的にみると，ソ連経済はターンパイクへ継

続的に偏筒しているのではなく，ターンパイクから継続

的に大きく偏筒している。したがって，均衡産出比の基

準年の産出構成との近似は成長径路としてみるとそれほ

ど意味がない。第4。実際に多期間最適計画問題を解い

てみた結果によると，ソ連の成長径路はターンパイクに

近よることはなく，極めて不安定である（特に価格径路

が）。

　第5表は，エフィモフーモフシォヴィッチ（15部門の

ケース，以下EM）とカントロヴィッチーマカロフ（18部

門，以下KM）の試算について，均衡（ターンパイク）構

成と65年の実際の構成とを産出，投資の両面にわたっ

27）　　［12］，［6］0

28）　　［43］o
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シャチロフの試算

出所　〔34〕p，1006。

備考　〔34〕p．1005，表2によりフ’ロットの修正をおこなった。

て比較したものである（ただし，KM：は成長率を外生的

に与えて種々のターンパイクを近似していることに注

意）。この表をもとにして均衡産出比と65年実績産出構

成の乖離度ん＝Σ瞬／詔¢rll，投資構成のそれん」Σ

iア47鰯一11を計算すると

　　　　　　　　　ん　　ん’

　　EM（8％）　　　0．529　　4587

　　KM（8％）　　0．528　　4。577

　　KM（9．3％）0．046　4．481

となっている。すなわち投資構成の乖離度はいずれも産

出構成のそれ’と比べてきわめて大きい。また産出構成乖

離度：は成長率8％のばあいEM’とKMにおいてほとん

ど差がなく，KMの内的に求解された9．3％のときには

乖離度は著しく小さくなっている。

　第1図は本稿Hでふれたシャチロフによる1965－70

5ヶ年の部門別平均成長率についてのヴァリアント計算

の1つ（低成長ヴァリアント）における粗成長率を横軸に

とり（μ），縦軸に均衡比／実際比の時間的推移を示すため

にEM：のばあいのあ侮65，副妨。をとって，（μ，ψrea1）

点（μ，ψrea1）点をプロットしたものである。みられる

ように分布は3つのグループに区分することができる。

第1グループは基幹部門（電力，化学，フォンド形成部

門）で，成長率は8％を大きく上廻っているか，らター

ンパイクからの上方への乖離も年々大きくなっている。

第Hグループは，原材料部門（農業を除く）で，成長率は

8％の周辺上にある。したがって，ターンパイクからの

乖離も小さい。第皿グループは最終消費部門で年成長

率は8％を下廻るから，ますますターンパイクから下方

へと偏僑する傾向がみられる。

　以上のようにソ連経済においては不均斉成長が特徴的

である。この点に注目して，ノイマン」モデルやターン

パイク理論の理論的意義を認めつつ，いわば中間的なモ

デルの展開を早くから，しかも建設ラグを明示しておこ

なってきたのは，ヴォルコンスキーをはじめとする研究

グループである。以下若干，このグループによる指数的

不均斉成長論をみる29）。彼等による建設ラグ付のモデル

29）　　［6］，［11］，［12］，［13］o

　こうした潮流に対して，厳密な数学的基礎を付与し

たのは，ベレニキー［5］である。以下の指数的成長一

価格モデルの解の性格は，この文献による連続分析の

簡単な応用分析によワて与えることができる。

り
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の比較的単純なヴァリアントの基本モデルは次のように

書くことができる。

　　　　　　　げ
　　κ‘＝加‘＋Σβ，（∬‘十τ『卯¢十τ＿1）＋卸‘．　（IV26）

　　　　　　　τ＝1

ここで，各ゴ部門の産出量は一定率で成長するが，その

率は一般に部門毎に異なるものとする。すなわち

岡岬・麟・ C諭
これを用いると（IV・2の式は次のように変形される。

　　謬＝∠4四十β（α）灘十》，

　　　　　　び
　　B（α）＝Σβ。（α一1）ατ一1．　　　　（IV．27）

　　　　　　τ＝1

　μ（α）を，4十β（α）の最大固有根とすると，．4十B（α）

はα1，…，απについての非減少関数だから，μ（α）＜1と

なる各αに対して上式は卸＞oならば正数解を有する。

　（IV・27）式に対応する価格式は勉‘＝p』β信一‘とすると

　　P＝P・4＋P8（β）＋ω1

β一
iβエ　　β価）・君（β）一茎（β一一（圃

ω＝労働評価；ε二労働投入係数ベクトル。

　（IV・27）式と（IV・28）式とを用いる近似価格計算式は計

画期間を（0，．7）とすれば，次のようになる。

　（主近似問題）恥を所与とすると丁期の産出量：計算式

は次のようになる。

　　∬7＝ゑT¢7十B7（α）∬7十野7，

・・一 ﾂ（・一・…・・）・　　（凱29）

未知数はκTだけである。したがって上式は級につい

ての非線型方程式である。（IV・29）式に労働制約式

　　」μ7≦五7；

五丁＝丁期労働力利用可能量 （IV，30）

と初期投資水準についての制約式とが付加される。

Bo（α）躍0≦（1一∠40）灘一90．

（双対近似問題）

　P。＝P。ノ猛。＋ω♂。＋P。β。（β），

　PT＝P2／4　T十ωメr十ρrBr（β），

　＠oLo十ω7・L7）一（」PO90十P79／1う

（IV．31）

（W．32）

　　　＝P・（Bo（α）一Bo（β））の・＋P7（B7（α）一8T（β））謬7い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IV．33）

　　Po謬。＝8の。；e＝（1，一・，1）．　　　　　　　　　　　　　　　（1▽．34）

生産フォンド評価増分に等しい，双対問題の第3番目の

方程式右辺の価格への依存関係は，価格の蓄積率ないし

投資率に関する政策との結びつきをあらわしている。双

79

対問題の第1番目の式は現行価格の合理性もテストされ

ることを意味する。ヴォルコンスキ一等はこの種の近似

モデルを1965年，1970年15部門産業連関表（非公表）に

適用してシミュレーションをおこなっている。65－70年

でみるとモデルによる計算結果としてのマクロ成長率は

6・7％となり現実適合的だと主張している。70－75年の

計算では産出量成長率は技術係数を変化させないときが

6・84％で，β。行列の「建設」行，「機械製作」行がとも

に0・9倍され，たばあいが最大成長率6。95％，賃金フォン

ドが4％下落されたときが最小成長率6・06％である。

産業部門別にみると，化学工業が最高で8．91～9．43％，

電力部門が8・11～8・27％でそれにつぐ。機械製作部門は

540～5・90％（5ケ年計30．1％一33．7％）で実績値11，6％

より極端に低い（実績73％）。また，各計算値も実績値

と比較したばあいに（特に機械，建設，化学）支持され

るものではない。したがって，マクロ成長率が現実に

近いことはこのモデルのメリットを示すものとは必ずし

もいえないであろう。また，価格形成式で格差付のmark

up　ratesを導入することの合理性も主張できない。し

たがってヴォルコンスキー等の近似計算モデルの意義は

理論的には低いと思われる。ただ，部分的にαゴを外挿

して経済の動きをシミュレーションするのは，不均斉と

はいえ指数的成長を仮定しているから，経済諸量の動き

を滑らかにするのに一定の有用性をもつといえよう。も

ちろん，ヴォルコンスキー自身もこのようなモデルのみ

に甘んじているわけではないことはいうまでもない30）。

　ただ一言しておきたいのは，ターンパイクについての

実際の計算の研究蓄積が乏しいために，様々に理論を実

際利用にヨリ展開して用いうるという側面をみることが

できないこと，および著しい不均斉的発展は均斉成

長一価格モデルというよりは，ソ連経済自身の欠陥だと

いうこと，これである。

V　自律的制御と均斉成長径路一むすびにかえて

　以上，動学的多部門モデルの計画モデルとしての側面

を辿ってきたが，最後にその準市場的モデルとしての側

面に関するコルナイ等の分析31）を簡単にみることによ

って本稿のむすびにかえたい。

　まずコルナイ等の経済システムの制御メカニズムにつ

いての見方は第6表に要約される（ただし自律的制御メ

30）［13］，［37］における時間割引率に関する議論な

どがその1例である。なお，後出画期に指数的不均斉
を想定することの合理性については，［15］参照。
31）　　［26］，［44コ，［45］o
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Vo1．33　No．1

　　　1

指令的機構 鶴講麟
構機

2

格価

組織構造 o歪粛

篁幽情事轟｛1：報

劣産者の伽『

o
指

的
的
令
告

令→達成価格変動→投入産出変動

生産者・動機｛羅と個計の利潤増

　　　分散的　　　　　　　　　分散的　　　　　　　　分散的
すべての買い手売り手の　一組の買い手売り手間　企業内部で生起
共通活動の結果　　　　　の排他的連結

　価格需要等の直接的情報ストック信号
　　　　　　　　　　簿購騰融磁変動→投入

　　　　　　　　　大企業の残存とその円滑な運営と自己の同化

　　　　　出所　〔44〕P．513。

カニズムは表の3オ，3Bに限定さんない）。この表からた

だちに，第1に，市揚メカニズムを価格機構と数量調整的

な自律的制御機構（システムの政治的・所有関係に強く依
　　　　　　　　プリミティヴ　　エレメンタル
存しない低次の，原始的・原基的制御メカニズム）とに

区分していること，第2に，計画機構を伝統的な集権的

数量調整型として捉えていることなどに気付く。ストッ

ク信号を基調とする自律的制御メカニズムの行動ルール

は，（1）生産者が自己産出財の在庫（売残り）とその正常

規準値とに依拠して生産量を自主調整する（在庫が規準

値より大きければ生産量を減らす。逆は逆。）；（2）買い

手は投入財在庫（資本ストックと予備）とその正常規準値

にもとづいて購入量を自主調整する（在庫が規準値より

大きければ購入量：を減らす。逆は逆。），これら2点に要

約される。ここで，この規準値がどのようにして各経済

単位に与えられ’るかは問われていないことを注意してお

くべきであろう。このストック信号を基調とする自律的

機構の数学的モデルは，技術変化を無視して閉じた体系

で示すと以下のように記述される。

　記号を次のように定める。

腕＝産出ベクトル；巧＝購入行列；ω‘＝産出財在庫ベ

クトル；巧＝投入財ズトック行列；亀＝投入財の予備

的在庫行列一以上状態変量（規準値にはアステリスク

を添える）；4＝投入係数行列（補填・除却係数を含む）；

8＝資本係数行列；F＝投入財予備的在庫一産出係数

行列；σ＝産出朧影庫一産出係数対角行列一以上構造

パラメータ（したがってy＝B£十S；診＝diag｛副であ

る）。

　生産物バランス式をここで確認しておくことはモデル

の見通しをよくするのに有用である。それは

　　鐙F」の6十∠己。‘十B4£‘十4S‘θ；θ＝（1…1）’　（V，1）

とかかれる。すなわち産出量＝経常投入十産出財在庫増

＋投資＋予備在庫増である。定義により亀＝F£ε，碗

＝9娩だから，（V，1）式は結局

　　（1一♂4）餓＝（β十丑）4躍‘；π≡F十σ　　　　（V・2）

となる。丑はバッファー・ストック係数行列といわれ，

古典的モデルと（V．2）式の差異は，この丑の導入とい

う点のみにある。

　さて，所要の自律的制御モデルは，以上の準備のもと

に次のように叙述しうる。

産出財在庫バランス

予備在庫バランス

生産の制御

購入の制御

∠ω‘ニーr‘8十の‘，　　　（V．3）

∠sF－B4向一・4歪‘十yl，

　　　　　　　　　　　（V．4）

劣‘一の‘＊＝一δ（ω一の‘＊），

　　　　　　　　　　　（V．5）

巧一y≧＊＝一β⑭（s‘一s‘＊），

　　　　　　　　　　　（V．6）

　δ＝制御パラメータ非負対角行列；E＝制御パラメー

タ非負行列（⑭は，（勒）⑭（陶）＝（賜ゴ伽）ならしめる演

算子）。

　コルナイ等は，規準値の系列が均斉成長径路上にある，

すなわち£ノ＝α勉のケースについて次の命題をえた32）。

　（P4）　・4が生産的かつ分解不能で，β十Hが正則で

あれば（このとき（∬一。4）一1＞0，（1一∠4）一1（B十H）＞0），

体系（V．2）には一意的な正の均斉成長解＠動が存在す

る（α＞1）。この命題それ自体は何ら新しいものではな

し、o

　（P5）体系（V．3）一（V・6）は制御パラメータδ＝di鼠9

｛δ誠｝，E＝（θ蛋ゴ）が減衰的である，すなわち

　　0≦δゴ＜1，δゴ≦min画，ノゐ¢ゴ；わ恋ゴ＞0｝

　　0≦θ乞，≦1（ゼ・ゴ＝1，…，π）

という条件が充たされるならば安定的である。

32）　［26］pp．1131－1132，1135－1139。ただし（P　4）に

関するコルナイーシモノヴィッチの仮定は曖味なので，

1つの可能な仮定を明示しておいた。

■

鮎
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　（P6）バッファー・ストック係数に関してのみ異な

る2つの体系（1），（2）を考える。いま丑（1）≧π（2）と仮定

する。このとき体系（1）の均斉成長率は，体系（2）のそれ

より小さい。すなわちδω＜認②。この命題は売残りや

予備の生産物単位あたり必要量が多ければ多いほど成長

率は下がる（逆は逆）という常識的事態を数学的に表現し

たものである。

　以上のコルナイ等の所論で注目されるのは，社会主義

計画経済論が従来もっぱら《高次元》の計画モデルに関

心を集中してきたことに対するアンチテーゼとして，

《低次元》の動学的多部門モデルを提示し，それを制御

理論ならびに均斉成長径路に関する議論とリンクさせて

展開していることである33）。しかし，もとより彼らの所

論は完成されたものだとはいえない。すなわち，第1に

計画機構や価絡機構と上記のごとき準二二機構がどのよ

うにして連結されるのかが不明であるし，第2に，各部

門が技術的に可能な最：大の成長率である均斉成長率に関

する情報を事前に有しているのはいかなる理由によるの

かも不問に付されている。コルナイは，計画モデルとし

て均斉成長モデルを利用することに反対しているが，

（実際の計画化が求める技術選択や産出構成を示さない

というのがその主な理由である），われ，われのこれ，まで

の討議およびそのヨリ以上の展開の可能性（技術選択，

技術変化等を考慮したばあいに拡張されうること），さ

らに実際の経験（生産価格モデルによる価格構成比ない

し相対価格適正化の試み）に照らしてみるとコルナイの

主張は受け入れ，がたい。したがって，われわれは，前節

の計画モデルとここでの準市場モデルがいかにして斉合

的に連結されうるかを問題としなければならない。後者

が建設ラグを伴うケースにまで拡張されるとみなすと，

さしあたり，計画モデルを高集計度のモデル，準市場モ

デルを低集計度のそれと考え，前者によって大枠分類で

の部門別産出＝価格構成と均斉成長＝利潤率が与えられ，

これらを規準として各部門が自律的制御を営むと想定す

ることができよう。しかし，こうした仮説の集計一分計

調整プロセスとしての厳密な完成化ならびに動学的多部

門モデルに関する様々な展開・応用形態について立ち入

33）以上の買手による調整モデルの他に，コルナイ

等は，取引が売手によって調整され，買手は注文を通

してのみ取引に影響を及ぼすことができるという仮説

にもとづいた，《ストックに対する注文を伴う自律的

制御モデル》を定式化している（産出財在庫はゼロと

される）。制御ルールは，売手は未充足注文量：に応じ

て販売量を調整し，買手は投入財予備に応じて注文を
調整する，とされる（［26］pp．1134－1135）。

って議論することは別の機会に譲らざるをえない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　久保庭真彰

　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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